
普及啓発・連携担当関係

・災害ボランティア関係

・災害中間支援組織関係

・避難生活支援・防災人材エコシステム関係

資料６



⽯川県能登半島地震における災害ボランティア・NPO等の活動状況
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能登６市町におけるボランティア・NPOの活動状況

○ 発災直後から、数多くの専⾨ボランティア・NPOが被災地⼊りし、物資の提供、炊き出し、保健医療福祉、避難所の運
営⽀援、重機による作業などの⽀援を実施。300を超える団体が活動。

○ 今後は、こうした専⾨ボランティア・NPOによる⽀援と、災害ボランティアセンターを通して⾏われる個⼈ボランティアの活動
により、被災者の多様なニーズに応えた息の⻑い⽀援が求められる。

珠洲市
活動中のNPO等

109団体
⽯川県登録ボランティア

2/3~活動開始

能登町
活動中のNPO等

60団体
⽯川県登録ボランティア

2/8~活動開始

七尾市
活動中のNPO等

72団体
⽯川県登録ボランティア

1/27~活動開始

志賀町
活動中のNPO等

33団体
⽯川県登録ボランティア

1/27~活動開始

⽳⽔町
活動中のNPO等

36団体
⽯川県登録ボランティア

1/27~活動開始

輪島市
活動中のNPO等

125団体
⽯川県登録ボラン

ティア
2/10~活動開始避難所で⾜湯を提供する⽀援団体

JVOAD（ｼﾞｪｲﾎﾞｱﾄﾞ、全国災害ボランティア⽀
援団体ネットワーク）
1/2から現地でボランティア・NPOと国・県・市町の
連携をコーディネート、⽀援の漏れ・ムダをなくすため
に活動。陛下御即位に際しての御下賜⾦が活動の
⼤きな⽀えに

炊き出しを⾏う⽀援団
体

外国⼈被災者をサポートする⽀援団体 住家の⽚付けを⾏う⼀般ボランティア
写真提供：AAR Japan［難⺠を助ける会］ 写真提供：⽯川県

写真提供：被災地NGO協働センター写真提供：OPEN JAPAN

写真提供：JVOAD

その他
⾦沢市、加賀市、⽻咋市、内灘町、宝達志
⽔町、中能登町においても、県⼜は市町が
⼀般ボランティアを募集し、活動を実施。

2024年6⽉11⽇現在



⽯川県能登半島地震における災害ボランティア・NPO等の活動状況
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専⾨ボランティア団体との連携

⽯川県、被災市町に対し、各
市町で活動する専⾨NPO等との
連携を促す通知を発出（2/5）

各市町で中⼼となって活動す
る専⾨NPO、JVOAD、内閣府等
で「県域コア情報共有会議」
を毎⽇開催
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令和6年能登半島地震における災害ボランティア活動実績

主な災害とボランティア活動⼈数
延べ参加⼈数名称年

約137.7万⼈阪神淡路⼤震災H7

約9.5万⼈新潟県中越地震H16

約154.5万⼈東⽇本⼤震災H23

約11.8万⼈熊本地震H28

約6.4万⼈
約26.3万⼈
約1.2万⼈
約2.3万⼈
約19.7万⼈
約4.8万⼈
約2.3万⼈
約0.7万⼈
約13万⼈＊

九州北部豪⾬
平成30年７⽉豪⾬
北海道胆振東部地震
令和元年房総半島台⾵
令和元年東⽇本台⾵
令和２年７⽉豪⾬
令和４年８⽉の⼤⾬
台⾵15号
能登半島地震

H29
H30

R1

R2
R4

R6
第
４
期

合計その他市町志賀町七尾市能登町⽳⽔町珠洲市輪島市

123,41718,84814,84623,70815,71218,59020,14411,569

⽯川県内ボランティア活動⼈数 130,715⼈（令和6年7⽉12⽇時点）
＜内訳＞
• ⼀般ボランティア（災害ゴミの⽚づけ、運搬、物資仕分けなど） 123,417⼈

• 1.5次避難所における運営ボランティア 6,158⼈
• 農林⽔産業ボランティア（⽔路の泥上げなど簡単な農地等の復旧や農作業） 1,140⼈

＊R6.7.12時点
5
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支援者のための宿泊施設確保に向けた取組について

○ 発災直後から多くの支援者（応援自治体職員、復旧事業者、ボランティア等）が被災地に入り、多岐にわたる支援を実施
○ 一方、被災地ではホテル・旅館等も大きな被害を受け、宿泊場所・施設が不足。迅速な被災地復旧のため、関係者が連携の下、

フェーズの変化に伴い、中長期の滞在者向けの宿泊拠点の需要が高まりつつあることにも留意しつつ、被災地の活動拠点近く
の宿泊場所の確保・充実を進めているところ

〇 特別交付税措置や中小機構の仮設施設整備支援事業なども活用して、支援者のための宿泊施設の迅速な整備を後押し

⽇本航空学園⽯川ｷｬﾝﾊﾟｽ（輪島市）
・ 生徒が避難した
後の学校の学校
の学生寮を中長期
応援派遣職員等
が利用中(220人程
度)

・ 学校の体育館等
を、他県自治体等
の短期応援職員
の宿泊所等として
利用中(40人程度）

道の駅（輪島市等）
・ インフラ復旧工事従事者
を対象に、キャンピング
カー等の手配窓口、道の
駅（9か所）等の停泊可能
場所などの情報を集約し、
広く関係業界に周知する
仕組みを構築済み

奥能登ﾍﾞｰｽｷｬﾝﾌﾟ（輪島市、⽳⽔町）
・ 一般ボランティア
の活動時間を確保
するため、旧向洋
中、日本航空学園
石川キャンパスの
校舎を活用し、宿
泊所として利用中
（最大200人程度）

病院職員も利⽤できる仮設住宅
・ 病院機能の維持確保のため、病院職員も
利用できる仮設住宅

輪島市：30戸(運用開始済)
珠洲市：19戸(運用開始済)

国⽴能登⻘少年交流の家（⽻咋市）
・ 被災児童・生徒
の利用に加えて、
復旧復興関係者
やボランティア関
係者等の宿泊施
設として青少年施
設を活用中(利用
人数30人/日程
度）

⽀援者向け宿泊可能施設の公表
（輪島市、能登町、七尾市）
・ 支援者向けとし
て宿泊可能な民
間施設を公表

輪島市：15施設
能登町：17施設
七尾市：44施設

のと⾥⼭空港（輪島市）
・ コンテナハウスや
仮設カプセルホテ
ルなどプレハブ式
の宿泊施設（288室
/346人）(運用開始
済）

仮設の宿泊施設（奥能登４市町）
・ 被災家屋の解体事業従
事者のための宿泊施設

輪島：234人(建設中)
珠洲：230人（一部運用開
始）

穴水：160人(運用開始済)
能登町：検討中

仮設宿泊所（珠洲市、⽳⽔町）
・ 中小機構の仮設
施設整備支援事
業を活用し、珠洲
市、穴水町に仮設
宿泊所を設置予
定（100室/100人）

○ 支援者のための宿泊施設の整備について、自治体からの応援職員用に加えて、
インフラ復旧工事事業者等用についても、県が負担する経費の８割を特別交付
税で措置するなど、迅速な復旧を支援

○ 臨時の事業場等の整備を通じて被災中小企業を支援する中小機構の仮設施設整
備支援事業も活用

※イメージ

和倉温泉
など
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専⾨ボランティア等との連携に関する課題

【専⾨ボランティア等との連携】
専⾨的な知識をもつNPO等が、避難所での炊き出しや運営⽀援を実施したほか、こ

うした NPO の活動を調整するため、全国的な災害中間⽀援組織である JVOAD が、発
災直後から⽯川県庁で⽀援した。また、NPO の知⾒を活かし、セントラルキッチン⽅
式で⾷事の提供を⾏うといった⼯夫が⾒られた。災害対応に慣れていない⾃治体にか
わり経験豊富な専⾨ボランティア団体が実質的に被災者⽀援等の公助を担っている実
態を踏まえ、国は、専⾨ボランティア団体に対し、炊き出し⽤の⾷材や⽀援活動に
必要な燃料の調達などの⽀援を⾏った。
⼀⽅で、⾃治体に対しては、NPO 等が持つ避難所運営の知⾒を活⽤するよう促し

たが、実際に連携が進んだ⾃治体は⼀部に限られた。また、当初は、道路事情等によ
り⼀般ボランティアの受け⼊れに制限を設けざるを得なかったが、⽯川県の特設サイ
トにおいて、能登地域でのボランティア活動の希望者を予め登録することにより、順
次、⼀般ボランティアが被災地⼊りして被災者⽀援が⾏われた。

⾃治体とNPO、ボランティア等との連携体制を構築する⽅策について検討する。
また、専⾨ボランティア団体が公助を担っている実態も踏まえ、専⾨ボランティ
ア団体及び中間⽀援組織の制度的位置付けや⽀援⽅策について検討し、必要な制
度改正を⾏う。
＜内閣府＞

令和６年能登半島地震に係る災害応急対応の⾃主点検レポート（抄）
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「官⺠連携による被災者⽀援体制整備」モデル事業について（令和５年度〜）

官⺠連携（三者連携）の体制

モデル事業（令和６年度）

○ 官⺠連携（三者連携）による被災者⽀援の充実・強化を図る上で、
ＮＰＯ・ボランティア団体等の活動⽀援や活動調整を⾏う「災害中間
⽀援組織」の役割が重要

○ 現在、２1の都道府県で災害中間⽀援組織が活動中（R6.3現在）

○ 内閣府としては、全ての都道府県に災害中間⽀援組織を設置すべく、
ＪＶＯＡＤ（全国域の災害中間⽀援組織）とも連携し、令和５年度か
ら、災害中間⽀援組織の設置・機能強化等に向けたモデル事業を開始

○ 内閣府では、災害が激甚化・頻発化する中、官⺠連携による被災者⽀援の取組強化を図るため、令和５年度から
「災害中間⽀援組織」の設置・機能強化等を⽀援するための新たなモデル事業を開始

○ 「災害中間⽀援組織」の設置・機能強化等に関し、必要な知⾒・ノウハウ等の把握・収集において参考となる
15府県を選定し、ＪＶＯＡＤ（全国域の災害中間⽀援組織）の協⼒も得ながら、各県でモデル事業を展開

活動⽀援
・活動調整

平 時︓関係者と意⾒交換等を⾏うなど顔の⾒える関係を構築
発災時︓情報共有会議を開催するなど被害状況の把握、被災者⽀援の情

報共有・活動調整等を実施 ○岩⼿県※ ○福島県※ ○千葉県※ ○神奈川県※ ○⻑野県※
○静岡県※ ○愛知県 ○三重県※ ○⼤阪府※ ○奈良県
○徳島県 ○⾹川県 ○⾼知県 ○佐賀県※ ○熊本県※ の15府県

モデル事業
実施府県

・⾏政や⺠間団体等との官⺠連絡会の⽴上げ
・官⺠連携促進イベント（シンポジウム等の開催）
・⾏政・⺠間団体等との訓練
・⾃治体職員や地域住⺠に対する研修
・県内防災関係団体の現状調査 ほか

モデル事業
の

主な取組

（注）「※」は、災害中間⽀援組織が活動している県
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⾏ 政
（都道府県・市町

村）
⼀般の

ボランティア

専⾨的な技能等
を持つボラン
ティア団体等

災害中間⽀援組織
（ＮＰＯ等）

被災者
地域住⺠

被災者
地域住⺠災害ボランティア

センター
（社会福祉協議

会）活動⽀援
・活動調整

ジェイボアド



各都道府県における「災害中間⽀援組織」の活動状況について

○ JVOADは、被災者⽀援コーディネーションを担う 「災害中間⽀援組織」 （都道府県域のネットワーク）を各地域に育成するべく、取組
を進めている。現在、21の都道府県において中間⽀援組織が活動している。

北の国災害サポートチーム
いわてＮＰＯ災害⽀援ネットワーク（ＩＮＤＳ）
茨城NPOセンター・コモンズ
埼⽟県災害ボランティア団体ネットワーク「彩の国会議」
災害⽀援ネットワークちば（ＣＶＯＡＤ）
東京都災害ボランティアセンターアクションプラン推進会議
災害復興くらし応援・みんなのネットワークかながわ（みんかな）
新潟県災害ボランティア調整会議
⻑野県災害時⽀援ネットワーク（Ｎ-ｎｅｔ）
南海トラフ巨⼤地震等に備えた災害ボランティアネットワーク委員会／
静岡県災害ボランティア本部・情報センター
みえ災害ボランティア⽀援センター
京都府災害ボランティアセンター、災害時連携ＮＰＯ等ネットワーク
おおさか災害⽀援ネットワーク
災害救援ボランティア活動⽀援関係団体連絡会議
奈良防災プラットフォーム連絡会
災害⽀援ネットワークおかやま／ＮＰＯ法⼈岡⼭ＮＰＯセンター
災害⽀援ひろしまネットワーク会議
災害⽀援ふくおか広域ネットワーク（Ｆネット）
佐賀災害⽀援プラットフォーム
特定⾮営利活動法⼈くまもと災害ボランティア団体ネットワーク
特定⾮営利活動法⼈宮崎⽂化本舗

北海道
岩⼿県
茨城県
埼⽟県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
⻑野県
静岡県

三重県
京都府
⼤阪府
兵庫県
奈良県
岡⼭県
広島県
福岡県
佐賀県
熊本県
宮崎県

■ 災害中間支援組織がある県

□ 災害中間支援組織がない県

災害中間⽀援組織の活動状況 現在活動中の災害中間⽀援組織

JVOAD資料を基に内閣府にて作成 10



○ 来年度の研修について、⾃治体・関係団体等での開催を促すための検討
（内閣府の役割・研修主催⾃治体等に対する⽀援の検討）

○ アドバイザー研修等の位置付け・枠組みの検討

○ 内閣府では、災害の激甚化・頻発化等により避難⽣活が⻑期化する中、地域のボランティア⼈材に、避難⽣活環境
改善のための知識・ノウハウを⾝につけてもらうためのモデル研修を令和４年度から開始。

○ こうした取組を通じて地域のボランティア⼈材の発掘・育成を図り、発災時には⾏政職員や⽀援者等と連携しても
らい、良好な避難⽣活環境の確保を図ることにより、「災害関連死・ゼロ」の実現を⽬指す。

「避難⽣活⽀援リーダー／サポーター」研修について（令和４年度〜）
（「避難⽣活⽀援・防災⼈材育成エコシステム」の構築）

避難⽣活⽀援リーダー／サポーターとは 避難⽣活⽀援リーダー／サポーター研修（令和６年度）

令和６年度スケジュール
○ 「避難⽣活⽀援リーダー／サポーター」とは、避難所運営の基本的

スキルを習得し、⾃治体や⽀援者等とともに、避難所の⽣活環境向上
に率先して取り組むことができる⼈材

○ 当該⼈材を各地域で発掘・育成するために、内閣府主催の「避難⽣
活⽀援リーダー／サポーター研修」を全国で開催

○ 研修カリキュラム・テキスト検討
○ 研修実施⾃治体等との調整

○ 研修の実施（計５地区）
○ 研修アンケート結果等の分析
○ 次年度に向けた改善検討

R６年度前半 R６年度後半

・⼋⼾市（⻘森）・館林市（群⾺）・箕輪町（⻑野）
・倉敷市（岡⼭）・嘉⿇市（福岡） 計５地区

研修
実施地区

○ 研修修了者の認定、データベース、マッチングの仕組み検討・構築

研修テキスト

・オンデマンド講座（事前視聴）
・基礎講義、グループ討議、演習 など、研修期間２⽇間

研修
プラグラム

グループ討議 避難所の環境改善演習
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⇒ これ以外にも、さらにスキルアップを⾏い全国域での活躍が期待さ
れる「避難⽣活⽀援アドバイザー（仮称）」や、各分野の有資格者で
あり避難⽣活⽀援のスキルを習得した「避難⽣活⽀援専⾨コーディ
ネーター（仮称）」を育成するための仕組み・研修プログラムも、引
き続き、関係者や各分野のニーズ等も踏まえて検討


